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１．はじめに 

 

防災投資の費用便益分析のマニュアルでは，便益

を観察可能な期待被害額で計測している．しかし，

人々が必ずしもリスク中立的とは限らないため，指

標としては不適切である．不確実性下における便益

計測の既存研究としては，事故という不確実性な状

況において，完全保険を想定し，保険料の増減が便

益（＝オプション価格）と一致することを示した研

究や，便益をオプション価格で定義し，高潮等の災

害や緊急医療に対して，効用関数形を特定し，立地

行動の変化から消費者余剰によって便益を計測した

研究など1)がある．しかし，現実世界において完全保

険は存在しない．また，個人の効用関数形を完全に

特定することは困難であり，特定化そのものによっ

て，便益の値に計測誤差が生じ得る．  
本研究では，そのような計測誤差を生じさせず，

計測値の信頼性を高めるために，実際に観察可能で

ある個人の行動結果に注目した．具体的には，防災

プロジェクトの結果として表れる個人の防災投資行

動の変化を観察することによって，防災プロジェク

トの便益を計測する方法を確立する．  
  
 
２．不確実性下の個人の防災行動モデル 
 

効用関数は通常時と災害時ともに所得のみの関数

とし，個人は，通常時と災害時の効用の期待値であ

る期待効用の和を最大化すると仮定する． 

効用関数を v ，期待効用を EU ，状態を i （通常時

，災害時 i ），状態 における個人の所得レベ

ルを ，状態 iにおける効用水準を ，状態 i である

確率を

0i = d= i

iy iV

iφ とする． 
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また，防災投資前後を表すスーパークリプトをそ

れぞれ1， 2 ，公共施設水準が k である状態で，通常

時に個人が防災のために x なる投資を行ったときに，

災害時に得られる純被害軽減額を とすると，

不確実性下の個人の防災投資行動モデルは次のよう

になる． 

( , )b k x

    (1) 
                                (2) 

                                           (3) 

(2)，(3)式から通常時と災害時を結ぶ予算制約式 
                                (4) 

を得る.さらに，(4)式において， の逆関数

である

1 2( , )o ob k y y−
2 1( , )( )d df k y y x− = を用いれば， 

(5) 
を得る． 2 1( , )d df k y y− は なる被害軽減額を

得るために必要な防災投資額と考えられる． 

1 2( , )o ob k y y−

図１において，予算制約式上の点 を初

期値点とすれば，それと等しい期待効用を持つ無差

別曲線は破線になる．無差別曲線が予算制約線と接

するとき，限られた予算内で期待効用最大化させた

ことになる．その点を とする．この期待効用

最大化点と等しい期待効用を持つ無差別曲線は実線

で表されている．個人は常に， なる被害軽減

額を得るために，防災投資額

1 1( ( 0), )d oy = y

1

2 2( , )o dy y

2
d dy y−

2 1( , )d df k y y− を支払うこ

とで，期待効用を最大化させるものとする． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 個人の防災投資行動 

予算制約式 
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次に，ラグランジェの未定係数法を用いて，この

最大化問題の解の性質を調べる．(1)，(5)式をラグラ

ンジェ乗数λを用いて定式化すると，次のようにな

る． 

2 2, ,
max
o dy y

v L
λ

=  

( )2 2 2 1 1( ) ( ) ( , )o o d d d d o oV y V y f k y y y yφ φ λ= + − − − + 2   (6)  

一階条件から， 
2 2 1

2 2 2

( ) ( , ) 0d d d
d

d d d

V y f k y yL
y y y

φ λ∂ ∂ −∂
= −

∂ ∂ ∂
=       (7) 

2

2 2

( ) 0d
o

o o

V yL
y y

φ ∂∂
= −

∂ ∂
λ =                          (8) 

 2 1 1 2( , ) 0d d o o
L f k y y y y
λ
∂

= − − +
∂

=

∗

                                  (9) 

(7)～(9)式について解いた解を とすると， 2 2,d oy y∗

             (10) 2 2 1 1( , , , )d d d d oy y k y yφ∗ =
             (11) 2 2 1 1( , , , )o o d d oy y k y yφ∗ =

(10)，(11)式はマーシャルの状態別所得レベルの需要

関数である．また，(2)式より， 
 1 2 1 1 1 1( , , , ) ( , , , )o o d d o d d ox y y k y y x k y yφ φ= − =          (12) 
これはマーシャルの防災投資額の需要関数である．

さらに，(1)式より 
      (13) 2 2 1( ) ( ) ( , , ,o o d d d d ov V y V y v k y yφ φ φ∗ ∗ ∗= + = 1 )

o

 

 

３．不確実性下における便益指標の定義の提案 

   

公共プロジェクトの有無をそれぞれ，w w で表す

こととする．ここでは，以降の分析で用いる便益計

測の指標として，アレー余剰

,

AS を以下のように定義

する．  

図２において，公共プロジェクトによって予算制

約式がY からY に変化したとき，それぞれに対応す

る効用最大化点を

wo w

A， B とする．さらに A， B と等

しい期待効用を持つ無差別曲線をそれぞれ ，v と

する．また，Y を 軸正方向に平行移動させたもの

と， v との接点を

wov w

wo
oy

w B′とする． B′点から鉛直方向に

下ろした垂線とY との交点をC 点とし，距離wo B C′ を

アレー余剰 AS と定義する．（EV 系では，アレー余

剰は v 上の任意の点とY との差 v を最小にす

るもので定義されている．図３からもわかるように，

点における v の接線とC 点におけるY の接線の

傾きが等しいので，ここで定義されている

w wo w woY−

B′ w wo

AS は

を最小にしている．）なお,アレー余剰 ASが
正であるということは，確実性下では補償基準（弱

基準）を満足することと必要十分であることが知ら

れている

w wv Y− o

2)． AS はプロジェクト前の状態でプロジェ

クト後に達成される効用を測るものである． 
ただし，計測にあたっては，AS を距離B

 ( ) ( )1, , , , , ,wo wo w wo wo wo
d d d d

1AS e k y v e k y vφ φ= −       (14) 

ただし，eは支出関数を表すものとする．一定の効用

v を与えれば，以下のように定義されるものである． 

C′ と大き

さの等しい，y 軸上の線分
o DE で測るものとする．こ

れを定式化すると次式のようになる．  

           

h

( ( )  (15) )2 2

1 2 2 1( , , , ) min ,d d o d de k y v h f k h yφ ≡ + −
 ,o dh h

 
(15)式についても，効用最大化問題と同様にして，ラ

グランジェの未定係数法を用いて解く．その解をそ

れぞれh2 2,d o
∗ ∗とすると， 

 2 2 1( , , , )d d d dh h k y vφ∗ =               (16) 
 2 2 1( , , , )o o d dh h k y vφ∗ =               (17) 
(16)，(17)式はヒックスの状態別所得レベルの補償需

要関数である．また，(2)式より， 
 1 2 1 1( , , , ) ( , , , )o o d d d dh y h k y v h k y vφ φ≡ − =      (18) 
これはヒックスの防災投資額の補償需要関数である． 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

図２ AS の定義        図３ AS の計測 

 
 
４．公共プロジェクトにおける便益計測 

 
公共プロジェクトの効果として，以下の三項目を

考える．１）災害確率の減少（ wo w
d dφ φ>

1 2 1 2( , ) ( , )wo w
o o o oy y b k y y− < −

），２）防災

施設水準の向上（b k ），３）

個人の災害時における被害軽減，すなわち，災害時

所得の増加（ 1 ( 0)wo
dy = 1w

dy< ）．これらの現象が同時

に起こる場合の便益を計測する．ここで，先ほど定

義したアレー余剰 AS を用いると，次式のように表さ

れる． 
 ( ) ( )1 1, , , , , ,wo wo w wo wo wo

d o d oAS e k y v e k y vφ φ= −  
α β γ π= + + +                                   (19) 

ここに， ( ) ( )1 1, , , , , ,wo wo wo w wo w wo w
d d d de k y v e k y vα φ φ≡ −  

    ( ) ( )1 1, , , , , ,wo w wo w w w wo w
d d d de k y v e k y vβ φ φ≡ −  

( ) ( )1 1, , , , , ,w w wo w w w w w
d d d de k y v e k y vγ φ φ≡ −  

( ) ( )1 1, , , , , ,w w w w wo wo wo wo
d d d de k y v e k y vπ φ φ≡ −      

1 1 0o oy y= − =  
α は災害確率， β は公共施設水準， γ は災害時所得

がそれぞれ単独に変化した際に生じる項である．π
はプロジェクト前後における支出関数の差を表して

いる．この支出関数の値は で一定であるからその

差は０と考えられる．以降，

1
oy

, ,α β γ に分けて分析す

ることにする． 

oy wv

dy
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（1）災害確率が減少する場合 
プロジェクトによって災害確率が減少したとき，

その便益をどのようにして測るかのイメージを表し

たものが図４である． 図に2
dy y− 2

o dφ 軸加えて，プロ

ジェクト前後による災害確率の変化をそれぞれの状

況別に示している．図４における 点，2 2( ,wo wo
d oA y y )

)2 2( ,w w
d oB y y 点はそれぞれ，プロジェクト前後における

効用最大化点であり， 点， 点と同じ期待効用を

持つ無差別曲線をそれぞれ，Ⅰ，Ⅱとする．無差別

曲線Ⅲは災害確率が

A B

wo
dφ という状況下で，B点と同じ

期待効用を持つ無差別曲線を表したものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 災害確率の変化のイメージ 

 

図５は，プロジェクトによって災害確率が減少す

ることで生じる便益α を，アレー余剰の定義に従い，

災害確率が wo
dφ であるときの 図に図示したも

のである．

2
dy y− 2

o

α は，プロジェクト前の状況すなわち災

害発生確率が wo
dφ である状態で，このプロジェクトの

便益を測ったものである． 
 ( ) ( )1 1, , , , , ,wo wo wo w wo w wo w

d d d de k y v e k y vα φ φ= −  

( ) ( )1 1, , , , , ,wo wo wo w wo wo w
d d d de k y v e k y vφ φ= −   

( ) ( )1 1, , , , , ,wo wo w w wo w
d d d de k y v e k y vφ φ+ −  

( ) ( )1 1, , , , , ,w wo w wo w wo w
d d d de k y v e k y vφ φ+ −  

 
 
                      (20) 
ここで， ( ) ( )1 1, , , , , ,wo wo w w wo w

d d d dH e k y v e k y vφ φ≡ − 0

 

     (22) 

 
k は個人による被害軽減がほとんどなされないほど

高い公共施設水準である．このような状況における

災害確率の変化に対する支払い意志額はゼロと考え

られるので， とする． 0H
包絡線定理より，次式が成り立つ． 

  
        (21)               

(21)式を(20)式に代入すると， 
 
                  

(22)式では，防災施設水準の限界的変化に対する私的

防災投資額の限界的変化 f k∂ ∂ を含む式で便益を求

めている．これは，防災施設水準と防災投資額とい

った現実世界でも入手可能な変数によって表されて

いる．（ただし，(22)式の f は効用一定のもとでの観

察不可能なヒックスの補償需要関数である．これを

観察可能なマーシャルの需要関数へと近似する手法

については４（４）にて扱う．）(22)式より，災害確

率の低下による便益α は図６のようにも描ける．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 災害確率の減少   図６ 災害確率の減少 

による便益(a)        による便益(b) 

 
（２）公共施設水準が向上する場合 
 図７は，プロジェクトによって公共施設水準が向

上することで生じる便益 β を，アレー余剰の定義に

従い， 2
dy y2

o− 図に図示したものである．図７のよう

に公共施設水準の向上により，予算制約式が変化し，

それに伴い効用水準も向上する．この便益をアレー

余剰の定義に従い，以下のように計測する． 

( ) ( )1 1, , , , , ,wo w wo w w w wo w
d d d de k y v e k y vβ φ φ= −

 

 
 
                                                                                  (23) 
(21)式を(23)に代入して， 
 
                                     (24)  
(24)式では，防災施設水準の限界的変化に対する私的

防災投資額の限界的変化 f k∂ ∂

額といった現実世界でも

されている．（なお，（

需要関数への近似は４（

を積分することで，便

益を求めている．これは，防災施設水準と防災投資

入手可能な変数によって表

１）と同様にマーシャルの

４）にて扱う．）これより

公共施設水準の向上による便益 β は，図８のように

も描ける． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(

図７ 公共施設水準   図８ 公共施設水準 

向上の便益(a)          向上の便益(b) 
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（３）災害時所得が増加する場合 
図９は，プロジェクトによって災害時所得が増加

ことで生じる便益 γ を，アレー余剰の定義に従い，

図に図示したものである．図９のように災害

時所得の増加により，予算制約式が 軸方向に平行

移動し，それに伴い達成可能な効用水準も向上する．

この便益をアレー余剰の定義に従い，以下のように

計測する． 

2 2
d oy y−

oy

 ( ) ( )1 1, , , , , ,w w wo w w w w w
d d d de k y v e k y vγ φ φ= −  

 ( )1

1

1
1

1

, , ,w
d

wo
d

w w w
y d d

dy
d

e k y v
dy

y
φ∂

=
∂∫                               (25) 

ここで，(15)式において，包絡線定理を用いると，  
                     

(26) 
                   
 (26)式を(25)式に代入すると，次式のようになる． 

 ( )1

1

1
1

1

, , ,w
d

wo
d

w w wo
y d d

dy
d

f k y v
dy

y
φ

γ
∂

=
∂∫                                  (27) 

 (27)式では，災害時所得の限界的増加による私的防

災投資額の限界的変化 1
df y∂ ∂ を積分することで，便

益を求めている．これは災害時所得と防災投資額と

いった現実世界でも入手可能な変数によって表され

ている．（なお，（１）と同様にマーシャルの需要

関数への近似は４（４）にて扱う．）これより，便

益γ は図 10のようにも描ける． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図９ 災害時所得増加  図 10  災害時所得増加 

による便益(a)           による便益(b) 

 
（４）観察不可能なヒックスの補償需要関数から観

察可能なマーシャルの需要関数への近似 

式(22)，(24)，(27)より，αは確実性下の環境変化

の便益計測式である旅行費用法に等しく，βは確実

性下の価格変化の便益計測式，γは確実性下の所得

変化の便益計測式に対応していることがわかる． 
(19)式より，プロジェクトによる便益 AS はα,β,

γの単純和で求められる．しかし，α,β,γはヒック

スの防災投資額の補償需要関数で表されているため，

計測不可能である．そこで観察可能なマーシャルの

需要関数で表せるように，プロジェクト後の効用最

大化点である B 点の周りにおいてテイラー展開する．

その結果は次式のように表される． 

 
 
 
 
 
 

 
  
 
 

(28) 
 
 
 
  
                      (29) 
 
 
 
 

  (30)             
 

(28)，(29)，(30)式において， ， ，k ， ， ，

，

wok wk 1
oy 1wo

dy
1w
dy wo

dφ ， w
dφ ， x は観察可能であり，さらに，防災

施設水準に対する限界的災害時所得や通常時所得に

対する限界的災害時所得， 2 1( , )d df k y y− の関数形は過

去のデータから観察可能であると考えられる． 
したがって， , ,α β γ で示されたアレー余剰 AS は個

人の防災投資行動を観察することで，計測可能であ

ることが示された． 
 
 
5．結論 

 
a) 防災プロジェクトの効果として，災害確率の変化，

防災施設水準の変化，災害時所得の変化を想定し，

その便益をそれぞれ，個人の防災投資行動におけ

るヒックスの補償需要関数で表した． 
b)ヒックスの補償需要関数の式では観察することが

できないという問題に対しては，ヒックスの補償

需要関数を変化後の点の周りにおいてテイラー展

開することにより，観測可能なマーシャルの需要

関数およびそのパラメータに関する微係数で表現

した．したがって，便益を計測するにあたって，

このテイラー展開の次元を上げることでいくらで

も精度良く近似できる． 
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